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半 期 報 告 書 
 

１ 本書は半期報告書を証券取引法第27条の30の２に規定する開示用電子情
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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 
 

回次 第21期中 第22期中 第23期中 第21期 第22期 

会計期間 

自 平成14年
  ４月１日
至 平成14年
  ９月30日

自 平成15年
  ４月１日
至 平成15年
  ９月30日

自 平成16年
  ４月１日
至 平成16年
  ９月30日

自 平成14年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ３月31日 

自 平成15年
  ４月１日
至 平成16年
  ３月31日

売上高 (千円) ―― ―― 12,783,981 20,995,458 23,603,827

経常利益 (千円) ―― ―― 901,712 1,654,923 1,866,715

中間(当期)純利益 (千円) ―― ―― 511,220 862,820 1,017,497

持分法を適用した場合の 
投資損失(△) 

(千円) ―― ―― ―― △20,680 ――

資本金 (千円) ―― ―― 1,093,500 327,500 1,093,500

発行済株式総数 (株) ―― ―― 18,120,000 655,000 15,100,000

純資産額 (千円) ―― ―― 4,020,202 1,184,677 3,905,064

総資産額 (千円) ―― ―― 15,164,876 12,895,082 15,432,562

１株当たり純資産額 (円) ―― ―― 221.87 1,780.10 257.21

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ―― ―― 28.21 1,288.71 72.43

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ―― ―― ―― ―― ――

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) ―― ―― ―― 100 15

自己資本比率 (％) ―― ―― 26.5 9.2 25.3

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ―― ―― 638,120 1,078,403 2,048,802

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ―― ―― △1,324,602 △2,508,017 △2,122,679

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ―― ―― △153,164 1,146,200 1,122,086

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(千円) ―― ―― 534,666 313,632 1,361,842

従業員数 
(ほか、平均臨時雇用者数) 

(名) 
――
(――)

――
(――)

424
（1,647）

387 
(1,342)

385
（1,603）

(注) １  当社は、中間連結財務諸表及び連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間及び連結会

計年度に係わる主要な経営指標等の推移については、記載しておりません。 

２  売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３  半期報告書は、第23期中より作成しておりますので、第21期中及び第22期中については記載しておりま

せん。 
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４  当社の持分法適用会社は、㈱リーヴ・スポーツのみであります。 

  なお、第21期に㈱リーヴ・スポーツに対する出資比率が20％から14％に減少した為、持分法適用会社は

なくなりました。第21期の「持分法を適用した場合の投資損失の金額」は、㈱リーヴ・スポーツが関連

会社であった期間の損益に基づき算定しております。 

５ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため、記載しておりません。 

６ 当社は平成15年８月１日付で株式１株を20株に、また平成16年５月20日付で株式１株を1.2株にそれぞ

れ株式分割を行っております。そこで、東京証券取引所の引受担当者宛通知「上場のための有価証券報

告書(Ⅰの部)の作成上の留意点について」(平成16年８月16日付東証上審第460号)に基づき、当該株式

分割に伴う影響を加味し、遡及修正を行った場合の１株当たり指標の推移を参考までに掲げると以下の

通りとなります。 

  なお、当該数値のうち、第21期以外の数値(１株あたりの配当額についてはすべての数値)については、

監査法人トーマツの監査を受けておりません。 

 

回次 第21期 第22期 

会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

１株当たり純資産額 (円) 74.17 214.34

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) ４ 12

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 53.70 60.36

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ―― ――

 

２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要

な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

 

３ 【関係会社の状況】 

(1) 合併 

当社の100％子会社であるトーアスポーツ㈱を、平成16年７月１日に吸収合併いたしました。 

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の従業員の状況 

                           平成16年９月30日現在 

従業員数(名) 
424 

（1,647） 

(注)１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間会計期間の平均人員を( )内に外数で記載してお

ります。なお平均人員は月160時間で換算しております。 

    ２．当中間会計期間における従業員数の増加は、主としてトーアスポーツ㈱の合併に伴う、従業員の受入に

よるものであります。 

 

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 
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第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日。以下同じ）におけるわが国経

済は、企業収益が改善する等、堅調に回復を続けています。個人消費についても緩やかではありま

すが、増加しています。 

当業界におきましては、国民の健康意識の高まりを背景に、全体としては回復基調で推移してい

ます。また、アテネオリンピック効果もあり、スポーツへの参加意識も高まりを見せています。し

かし、全体的には好調に推移する中、業績が停滞及び悪化する企業もあり、二極分化の傾向は続い

ています。 

このような状況の中、当社は積極的な新規出店、新サービスの投入等により順調に業績を伸ばし

てまいりました。 

新規出店に関しましては、直営クラブとして、4月に東伏見（東京都西東京市）、6月に松本（長

野県松本市）、7月にトーア沼津（静岡県沼津市）の3クラブを新たに出店し、事業の拡大を図って

おります。この結果、当中間期末（平成16年9月末）のクラブ数は、直営クラブ：70クラブ、業務受

託：4クラブ、フランチャイズ（以下「ＦＣ」という。）：1クラブの計75クラブとなりました。 

このような状況の中、当社は、「楽しく役に立つクラブ創り」をクラブ運営のテーマに掲げ、お

客様の定着率の向上に努めるとともに、物販や有料プログラム等会費外収入の強化を図ってまいり

ました。また、「ぐっピー＋（プラス）」やメディカルフィットネス会員制度等、新商品・新サー

ビスの開発・導入にも力を入れてまいりました。結果、既存クラブに関しましては、当中間期末

（平成16年9月末）在籍者数は前年同期比0.1％増、売上高は前年同期比0.6％増と僅かではあります

が、前年同期を上回って推移しております。 

 

 当中間期末在籍者数前年同期比 クラブ売上高前年同期比 

全クラブ合計 11.2％増 11.1％増 

既存クラブ合計 0.1％増 0.6％増 

  ※平成15年3月以前に営業を開始したクラブを既存クラブとしております。 

 

費用面に関しましては、計画には織り込み済みですが、新規出店にかかる費用の増加、新卒採用

数の増加にともなう人件費・教育費等の増加及び法人事業税の外形標準課税導入よる租税公課の増

加のため、当中間会計期間は、売上原価（前年同期比11.7％増）、販売費及び一般管理費（前年同

期比18.1％増）ともに、売上高の伸びを上回りました。 

以上の結果、当中間会計期間の売上高は127億83百万円（前年同期比11.7％増）、経常利益は9億1

百万円（前年同期比8.7％増）、中間純利益は5億11百万円（前年同期比12.0％増）となり増収増益

を達成しました。なお、部門別売上高を見ますと、フィットネス部門は73億42百万円（前年同期比

7.9％増）、スイミングスクール、テニススクール等スクール部門は35億78百万円（前年同期比
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14.2％増）となりました。これにプロショップ部門の8億32百万円（前年同期比11.5％増）、その他

クラブ収入の7億88百円（前年同期比31.3％増）を加えたスポーツ施設売上高は125億42百万円（前

年同期比11.1％増）となりました。業務受託売上高は2億19百万円（前年同期比43.1％増）となりま

したが、この売上高増加は平成16年4月1日に株式を取得しましたトーアスポーツ㈱を7月1日に吸収

合併し直営化するまでの間、業務受託売上高として計上したことによるものです。その他売上高は

22百万円（前年同期比185.1％増）となりました。 
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(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間における当社の現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前年同期に比

べ、１億６百万円減少し５億34百万円となりました。 

営業活動によるキャッシュ・フローについては、主として法人税等の支払額の増加により前年同

期比で減少しました。 

投資活動によるキャッシュ・フローについては、前期に引き続き新設クラブや既存店設備更新等

の積極的な設備投資を行いました。 

当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の通りであります。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動による資金の増加は、６億38百万円（前年同期比69.4％）となりました。これは主とし

て税引前中間純利益８億92百万円、減価償却費５億72百万円、売上債権の増加額△76百万円、前払

費用の増加額△84百万円、法人税等の支払額５億61百万円によるものであります。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動に使用した資金は13億24百万円（前年同期比180.3％）となりました。これは主として有

形固定資産の取得による支出６億56百万円、敷金・保証金の差入による支出６億３百万円など、旺

盛な新規出店ならびに既存店の設備投資によるものであります。また子会社株式取得のため２億46

百万円支出しております。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動による資金の減少は１億53百万円（前年同期は１億43百万円の資金増加）となりました。

これは短期借入金純増加額６億83百万円、長期借入金返済による支出６億10百万円、配当金の支払

額２億26百万円によるものであります。 
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２ 【生産、受注及び販売の状況】 

当社は、会員制フィットネスクラブ及びスイミングスクール、テニススクール等のスポーツスクー

ル運営事業、さらにスポーツクラブ施設の運営受託を主たる事業としているため、生産及び受注の内

容は記載しておりません。 

 

(1) 販売実績 

当中間会計期間における販売実績を売上部門別に示すと、次のとおりであります。 
 

部門 金額（千円） 前年同期比（％） 

フィットネス部門合計 7,342,586 +7.9 

 スイミングスクール 1,906,171 +13.9 

 テニススクール 1,298,592 +14.5 

 その他のスクール 374,021 +14.5 

スクール部門合計 3,578,785 +14.2 

プロショップ部門 832,044 +11.5 

その他の収入(注)３ 788,660 +31.3 

スポーツ施設売上高計 12,542,077 +11.1 

業務受託 219,403 +43.1 

その他売上 22,501 +185.1 

合計 12,783,981 +11.7 

(注) １ 当中間会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績に対する割合は、当該割合が100分の10未

満であるため記載を省略しております。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 「その他の収入」は、スポーツクラブ施設に付帯する駐車料金、プライベートロッカー等の収入であり

ます。 

(2) 部門別会員数の状況 

当中間会計期末における部門別会員数の状況を示すと、次のとおりであります。 

（単位：名） 

  平成15年9月末 平成16年9月末 前年同期比 

 フィットネス部門計 146,087 155,861 6.7％増 

 スイミングスクール 49,209 61,150 24.3％増 

 テニススクール 22,674 25,818 13.9％増 

 その他スクール 8,306 8,689 4.6％増 

 スクール部門計 80,189 95,657 19.3％増 

 会員数合計 226,276 251,518 11.2％増 
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３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じ

た課題はありません。 

 

４ 【経営上の重要な契約等】 

トーアスポーツ㈱との合併 

 当社の100％子会社であるトーアスポーツ㈱と、スポーツクラブ施設及び会員数増による売上高・

利益の拡大を図るため、平成16年４月27日に合併契約を締結し、平成16年７月１日をもって合併い

たしました。 

 なお、本合併は、100％子会社の吸収合併であり、合併に際し新株の発行、合併交付金の交付を伴

わないため、商法第413条ノ３第１項の簡易合併方式により、商法第408条第１項に定める株主総会

の承認を得ずに行いました。 

 合併契約の概要は、次のとおりであります。 

 ① 合併の方法 

  当社を存続会社とする簡易合併方式で、トーアスポーツ㈱は解散する。 

 ② 合併に際しての株式の発行及び割当 

  合併による新株式の発行は行わない。 

 ③ 資本金の増加 

  合併による資本金の増加は行わない。 

 ④ 合併の期日 

  平成16年７月１日 

 ⑤ 財産の引継 

 当社は、平成16年６月30日現在のトーアスポーツ㈱の資産、負債及び権利義務を合併期日にお

いて引き継ぐ。 

⑥ 被合併会社の合併時における資産及び負債の状況 

 資産 157,704千円 

 負債  60,204千円 

 

５ 【研究開発活動】 

特記すべき事項はありません。 
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第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

 

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備計画の変更 

当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について重要な変

更はありません。 

 

(2) 重要な設備計画の完了 

前事業年度末に計画していた設備計画のうち、当中間会計期間に完了したものは、次のとおりで

あります。 

 

事業所名 

(所在地) 

設備の 

内容 

投資額 

(千円) 
完了年月 完成後の増加能力 

東伏見 

（東京都西東京市） 
営業店舗新設 296,735 平成16年４月 ―― 

松本 

（長野県松本市） 
営業店舗新設 272,096 平成16年６月 ―― 

(注)１．投資額には、敷金・保証金を含んでおります。 

  ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

(3) 重要な設備の新設等 

当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等は、次のとおりであります。 

 

投資予定額(千円)
事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

総額 既支払額

資金調達 
方法 

着手 
年月 

完成予定 
年月 

完成後の
増加能力

亀戸 
（東京都江東区） 

営 業 店 舗
新設 

397,550 215,280 増資資金 
平成16年 
10月 

平成17年７月 ―― 

名古屋西 
（愛知県海部郡甚目
寺町） 

営 業 店 舗
新設 

198,570 1,000 増資資金 
平成16年度
中 

平成17年秋 ―― 

(注)１．投資予定額には、建設仮勘定及び敷金・保証金を含んでおります。 

  ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  ３．今後の投資予定額379百万円については、平成16年12月15日を払込期日とする一般募集の手取額1,940百

万円を充当する予定であります。 
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(4) 重要な設備の除却等 

当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却等はありません。 
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第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

 

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 52,400,000

計 52,400,000

 

② 【発行済株式】 

 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成16年９月30日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成16年12月22日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 18,120,000 19,720,000

東京証券取引所 
（市場第二部） 
ジャスダック 
証券取引所 

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式 

計 18,120,000 19,720,000 ―― ―― 

（注）平成16年12月16日、株式会社東京証券取引所（市場第二部）に上場いたしました。 

 

 

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 
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(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
 

(千円) 

資本金残高
 

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成16年５月20日 3,020,000 18,120,000 ― 1,093,500 ― 1,032,500

（注）１.平成16年５月20日に、平成16年３月31日最終の株主名簿および実質株主名簿に記載された株主の所有株式 

     を、１株につき1.2株をもって分割いたしました。 

   ２.平成16年12月15日を払込期日とする一般募集により、発行済株式が1,600,000株、資本金が971,200千円、 

     資本準備金が968,960千円増加しております。 

(4) 【大株主の状況】 

平成16年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

大日本インキ化学工業株式会社 東京都中央区日本橋３丁目７－20 10,813 59.67

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社 

東京都港区浜松町２丁目11－３ 977 5.39

ルネサンス従業員持株会 
東京都墨田区両国２丁目10－14 
両国シティコア４Ｆ 

918 5.06

斎藤敏一 千葉県船橋市薬円台４丁目11－21 864 4.76

バンク オブ バミューダ ガ
ンジー リミテッド アトラン
ティス ジャパン グロース 
ファンド 
（常任代理人 香港上海銀行東
京支店） 

２ ＣＯＰＴＨＡＬＬ ＡＶＥＮＵＥ，
ＬＯＮＤＯＮ，ＥＣ２Ｒ ７ＤＡ ＵＫ
（東京都中央区日本橋３丁目11－１） 

650 3.58

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社 

東京都中央区晴海１丁目８－11 475 2.62

小見山将治 
千葉県千葉市若葉区都賀の台４丁目９－
８ 

302 1.66

三菱信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４－５ 266 1.46

シーエーアイエス バンク ル
クセンブルグ クライアント 
アカウント 
（常任代理人 株式会社東京三
菱銀行） 

39，ＡＬＬＥＥ ＳＣＨＥＦＦＥＲ Ｌ
－2520 ＬＵＸＥＭＢＯＵＲＧ，ＬＵＸ
ＥＭＢＯＵＲＧ 
（東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 
カストディ業務部） 

193 1.06

ステート ストリート バンク 
アンド トラスト カンパニー 
505030 
（常任代理人 株式会社みずほ
コーポレート銀行兜町証券決済
業務室） 

ＷＯＲＬＤ ＴＲＡＤＥ ＣＥＮＴＥＲ

ＳＴＲＡＷＩＮＳＫＹＬ ＡＡＮ 1455

1077ＸＸ ＡＭＳＴＥＲＤＡＭ ＮＥＴ

ＨＥＲＬＡＮＤ 

（東京都中央区日本橋兜町６－７） 

180 0.99

計 ― 15,640 86.31

（注）１.所有株式数千株未満を切り捨てて表示しております。 

２.発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点第３位以下を切り捨てて表示しております。 

３.日本マスタートラスト信託銀行株式会社、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社及び三菱信託銀行 

   株式会社の所有株式は信託業務に係るものです。 
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(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成16年９月30日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

18,120,000
181,200

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

単元未満株式 ― ― ― 

発行済株式総数 18,120,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 181,200 ― 

 

② 【自己株式等】 

平成16年９月30日現在 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数

(株) 

他人名義
所有株式数

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

― ― ― ― ― ― 

計 ― ― ― ― ― 
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２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 

月別 平成16年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 1,370 1,370 1,590 2,100 1,750 1,660

最低(円) 1,140 1,060 1,260 1,600 1,490 1,480

(注)１．最高・最低株価は、日本証券業協会公表の株価を記載しております。 

     ２．平成16年５月20日に、平成16年３月31日最終の株主名簿および実質株主名簿に記載された株主の所有株 

     式を、１株につき1.2株をもって分割いたしました。 

 

 

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

 

 



ファイル名:050_9133600501612.doc 更新日時:2004/12/22 14:08 印刷日時:04/12/25 13:17 

― 15 ― 

第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大

蔵省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  ただし、当中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）は「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５

号）附則第３項のただし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則を適用しております。 

(2) 当中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)に係る本半期報告書は、最初に提

出するものでありますので、「企業内容等開示ガイドライン」24の５―４の規定により、前年同期

との対比は行っておりません。 

 

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、当中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年

９月30日まで)の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 

 

３ 中間連結財務諸表について 

「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第24号）第５条

第２項により、当社では、子会社の資産、売上高等からみて、当企業集団の財政状態及び経営成績に

関する合理的な判断を誤らせない程度に重要性が乏しいものとして、中間連結財務諸表は作成してお

りません。 
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１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

 

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 
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２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

 

  

 
当中間会計期間末 

 
(平成16年９月30日) 

前事業年度 

要約貸借対照表 

(平成16年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(資産の部)   

Ⅰ 流動資産   

１ 現金及び預金  434,666 761,842 

２ 売掛金  411,293 331,036 

３ たな卸資産  438,728 398,801 

４ その他  1,249,040 1,706,967 

流動資産合計  2,533,728 16.7  3,198,647 20.7

Ⅱ 固定資産   

１ 有形固定資産   

(1) 建物  4,229,397 4,142,320 

(2) その他  1,707,744 1,585,410 

有形固定資産合計 ※１ 5,937,141 39.2 5,727,731 37.1

２ 無形固定資産  629,792 4.2 724,975 4.7

３ 投資その他の資産   

(1) 敷金・保証金  4,271,687 3,974,771 

(2) その他  1,805,487 1,819,396 

貸倒引当金  △12,960 △12,960 

投資その他の資産合計  6,064,214 40.0 5,781,207 37.5

固定資産合計  12,631,148 83.3  12,233,915 79.3

資産合計  15,164,876 100.0  15,432,562 100.0
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当中間会計期間末 

 
(平成16年９月30日) 

前事業年度 

要約貸借対照表 

(平成16年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(負債の部)   

Ⅰ 流動負債   

１ 支払手形  205,001 164,501 

２ 買掛金  110,278 94,942 

３ 短期借入金  4,246,336 3,622,000 

４ 前受金  1,173,624 1,155,638 

５ 賞与引当金  350,137 318,253 

６ その他 ※２ 1,508,288 2,021,426 

流動負債合計  7,593,665 50.1  7,376,761 47.8

Ⅱ 固定負債   

１ 長期借入金  2,764,000 3,315,000 

２ 退職給付引当金  487,261 534,604 

３ 役員退職慰労引当金  122,771 132,104 

４ その他  176,975 169,028 

固定負債合計  3,551,008 23.4  4,150,736 26.9

負債合計  11,144,674 73.5  11,527,498 74.7

(資本の部)   

Ⅰ 資本金  1,093,500 7.2  1,093,500 7.1

Ⅱ 資本剰余金   

１ 資本準備金  1,032,500 1,032,500 

資本剰余金合計  1,032,500 6.8  1,032,500 6.7

Ⅲ 利益剰余金   

１ 利益準備金  69,375 69,375 

２ 中間(当期)未処分利益  1,823,353 1,708,589 

利益剰余金合計  1,892,728 12.5  1,777,964 11.5

Ⅳ その他有価証券評価差額金  1,474 0.0  1,099 0.0

資本合計  4,020,202 26.5  3,905,064 25.3

負債資本合計  15,164,876 100.0  15,432,562 100.0
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② 【中間損益計算書】 

 

  

 
当中間会計期間 

 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度 
要約損益計算書 

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

Ⅰ 売上高  12,783,981 100.0  23,603,827 100.0

Ⅱ 売上原価  11,185,838 87.5  20,417,261 86.5

売上総利益  1,598,143 12.5  3,186,565 13.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費  661,075 5.2  1,204,960 5.1

営業利益  937,067 7.3  1,981,605 8.4

Ⅳ 営業外収益 ※１ 28,489 0.2  37,380 0.2

Ⅴ 営業外費用 ※２ 63,845 0.5  152,269 0.6

経常利益  901,712 7.1  1,866,715 7.9

Ⅵ 特別利益  1,205 0.0  682 0.0

Ⅶ 特別損失  10,044 0.1  57,243 0.2

税引前中間(当期)純利益  892,872 7.0  1,810,154 7.7

法人税、住民税 
及び事業税 

 298,318 795,620 

法人税等調整額  83,333 381,652 3.0 △2,963 792,657 3.4

中間(当期)純利益  511,220 4.0  1,017,497 4.3

前期繰越利益  1,460,872  691,092

合併に伴う 
子会社株式消却額 

 148,739  ―

中間(当期)未処分利益  1,823,353  1,708,589
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③ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  
当中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー  

１ 税引前中間(当期)純利益  892,872 1,810,154

２ 減価償却費  572,737 1,105,594

３ 退職給付引当金の減少額  △47,343 △102,239

４ 固定資産除却損  7,959 26,078

５ 受取利息及び配当金  △9,690 △10,028

６ 支払利息  36,389 78,612

７ 売上債権の増加額  △76,133 △120,328

８ たな卸資産の増加額  △30,620 △62,569

９ 前払費用の増加額  △84,363 △50,565

10 仕入債務の増加額(△減少額)  46,929 △7,949

11 未払金の増加額(△減少額)  △60,067 37,357

12 未払費用の増加額(△減少額)  △26,234 73,943

13 前受金の減少額  △9,417 △161,896

14 未払消費税等の増加額(△減少額)  △46,099 45,498

15 その他  65,497 △55,543

小計  1,232,414 2,606,120

16 利息及び配当金の受取額  3,020 3,969

17 利息の支払額  △35,687 △80,643

18 法人税等の支払額  △561,627 △480,643

営業活動によるキャッシュ・フロー  638,120 2,048,802

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー  

１ 有形固定資産の取得による支出  △656,799 △1,237,883

２ 無形固定資産の取得による支出  △47,467 △110,571

３ 敷金・保証金の差入による支出  △603,207 △722,832

４ 敷金・保証金の回収による収入  57,237 54,097

５ 投資有価証券取得による支出  △10,000 ―

６ 子会社株式取得による支出  △246,240 ―

７ その他  181,875 △105,488

投資活動によるキャッシュ・フロー  △1,324,602 △2,122,679
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当中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー  

１ 短期借入金純増加額(△純減少額)  683,336 △750,000

２ 長期借入れによる収入  ― 1,400,000

３ 長期借入金の返済による支出  △610,000 △1,235,700

４ 配当金の支払額  △226,500 △65,500

５ 株式の発行による収入  ― 1,773,286

財務活動によるキャッシュ・フロー  △153,164 1,122,086

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  ― ―

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額(△減少額)  △839,645 1,048,210

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  1,361,842 313,632

Ⅶ 合併に伴う現金及び現金同等物の増加額  12,470 ―

Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高  534,666 1,361,842
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

当中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

  ① 

――――― 

  ②その他有価証券 

   時価のあるもの 

    中間期末日の市場価格等に基づく時価法 

    (評価差額は全部資本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定) 

   時価のないもの 

    移動平均法による原価法 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

  ①子会社株式 

   移動平均法による原価法 

  ②その他有価証券 

   時価のあるもの 

    期末日の市場価格等に基づく時価法 

    (評価差額は全部資本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定) 

   時価のないもの 

同左 

 (2) デリバティブ 

   時価法 

 (2) デリバティブ 

同左 

 (3) たな卸資産 

  ①商品 

    売価還元原価法 

  ②貯蔵品 

    個別原価法 

 (3) たな卸資産 

  ①商品 

同左 

  ②貯蔵品 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

   建物(建物附属設備を除く) 

   定額法 

   その他の有形固定資産 

   定率法 

    なお、主な耐用年数は下記の通りでありま

す。 

    建物………３～57年 

    構築物……２～45年 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

   建物(建物附属設備を除く) 

同左 

   その他の有形固定資産 

同左 

 (2) 無形固定資産 

   定額法 

    なお、自社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間(５年)に基づく定額

法。 

 (2) 無形固定資産 

同左 
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当中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

    期末に有する金銭債権の貸倒による損失に備

えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等の特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

 (2) 賞与引当金 

    従業員に対して支給する賞与の支出に充てる

ため、支給見込額に基づき計上しております。 

 (2) 賞与引当金 

同左 

 (3) 退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備えるため、当期末にお

ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末において発生していると

認められる額を計上しております。 

    過去勤務債務については、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(８年)

による按分額を損益処理しております。 

    数理計算上の差異については、各期の発生時

における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数(８年)による按分額をそれぞれ発生の翌

期より損益処理しております。 

 (3) 退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備えるため、当期末にお

ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当期末において発生していると認められる

額を計上しております。 

    過去勤務債務については、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(８年)

による按分額を損益処理しております。 

    数理計算上の差異については、各期の発生時

における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数(８年)による按分額をそれぞれ発生の翌

期より損益処理しております。 

 (4) 役員退職慰労引当金 

    役員の退職慰労金支給に備えるため、規程に

基づく中間期末要支給見積額を計上しておりま

す。 

 (4) 役員退職慰労引当金 

    役員の退職慰労金支給に備えるため、規程に

基づく当期末要支給見積額を計上しておりま

す。 

４ リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

４ リース取引の処理方法 

同左 
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当中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

５ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

    繰延ヘッジ処理によっております。 

    なお、特例処理の要件を満たしている金利ス

ワップについては特例処理によっております。 

５ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

同左 

 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

   (ヘッジ手段) 

    金利スワップ取引 

   (ヘッジ対象) 

    借入金の利息 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 (3) ヘッジ方針 

    借入金の金利変動リスクを回避する目的で金

利スワップ取引を行っております。 

    なお、投機目的やトレーディング目的のデリ

バティブ取引は行わない方針であります。 

    また、デリバティブ取引は全て社内管理規程

に従って実行されております。 

 (3) ヘッジ方針 

同左 

 (4) ヘッジ有効性評価の方法 

    ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動とヘッ

ジ手段のキャッシュ・フロー変動の間に高い相

関関係があることを確認し、有効性の評価方法

としております。 

    ただし、特例処理によっている金利スワップ

については、有効性の評価を省略しておりま

す。 

 (4) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

６ 中間キャッシュ・フロー計算書における資金の範

囲 

  手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換

金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなっております。 

６ キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

同左 

７ その他中間財務諸表作成のための基本となる重要

な事項 

   消費税等の会計処理について 

   消費税等の会計処理については、税抜方式を採

用しております。 

７ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事

項 

   消費税等の会計処理について 

同左 
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注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

 

当中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

前事業年度末 
(平成16年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

6,677,880千円

 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

6,343,897千円

 

※２ 消費税等の取扱い 

   仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、

流動負債のその他に含めて表示しております。 

――――― 

 

(中間損益計算書関係) 

 

当中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 9,653千円
  

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 9,951千円
  

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 36,389千円

業務提携費 23,857千円
  

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 78,612千円

業務提携費 31,333千円
  

 ３ 減価償却実施額 

有形固定資産 447,032千円

無形固定資産 125,704千円
  

 ３ 減価償却実施額 

有形固定資産 865,638千円

無形固定資産 239,955千円
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(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

 

当中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金 434,666千円

短期貸付金 100,000千円

現金及び現金同等物 534,666千円
  

 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

現金及び預金 761,842千円

短期貸付金 600,000千円

現金及び現金同等物 1,361,842千円
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(リース取引関係) 

 

当中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引 

 (借主側) 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

 
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却累
計額相当額 
(千円) 

中間期末 
残高相当額
(千円) 

有形固定 
資産 
「その他」 

1,012,317 491,091 521,225

無形固定 
資産 

7,654 3,061 4,592

合 計 1,019,971 494,153 525,818
  

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引 

 (借主側) 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却累
計額相当額 
(千円) 

期末残高 
相当額 
(千円) 

有形固定 
資産 
「その他」

968,079 457,393 510,685

無形固定 
資産 

7,654 2,296 5,357

合 計 975,733 459,690 516,043
  

②未経過リース料中間期末残高相当額 

１年内 195,569千円

１年超 334,266千円

合計 529,836千円
  

②未経過リース料期末残高相当額 

１年内 189,382千円

１年超 335,583千円

合計 524,965千円

  

③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 114,760千円

減価償却費相当額 105,327千円

支払利息相当額 9,049千円
  

③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 231,478千円

減価償却費相当額 208,393千円

支払利息相当額 18,310千円
  

④減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

 利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

④減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 

 利息相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

 (借主側) 

    未経過リース料 

１年内 987,528千円

１年超 7,060,651千円

合計 8,048,179千円
  

２ オペレーティング・リース取引 

 (借主側) 

    未経過リース料 

１年内 920,561千円

１年超 6,147,732千円

合計 7,068,293千円
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(有価証券関係) 

当中間会計期間末(平成16年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 

区分 
取得原価 
(千円) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

① 株式 2,211 4,697 2,486

② 債券 ― ― ―

国債・地方債等 ― ― ―

社債 ― ― ―

その他 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

計 2,211 4,697 2,486

 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

 

内容 
中間貸借対照表計上額 

(千円) 

その他有価証券 
非上場株式(店頭売買株式を除く) 

60,001

計 60,001
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前事業年度末(平成16年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 

区分 
取得原価 
(千円) 

貸借対照表計上額 
(千円) 

差額 
(千円) 

① 株式 2,211 4,064 1,853

② 債券 ― ― ―

国債・地方債等 ― ― ―

社債 ― ― ―

その他 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

計 2,211 4,064 1,853

 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

 

内容 
貸借対照表計上額 

(千円) 

その他有価証券 
非上場株式(店頭売買株式を除く) 

50,001

計 50,001
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(デリバティブ取引関係) 

当中間会計期間末(平成16年９月30日) 

該当事項はありません。 

なお、金利スワップ取引を行っておりますが、いずれもヘッジ会計を適用しておりますので、注

記の対象から除いております。 

 

前事業年度末(平成16年３月31日) 

該当事項はありません。 

なお、金利スワップ取引を行っておりますが、いずれもヘッジ会計を適用しておりますので、注

記の対象から除いております。 
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(持分法損益等) 

 

当中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

該当事項はありません。 

 

 

 

 

 

該当事項はありません。 
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(１株当たり情報) 

 

当中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

１株当たり純資産額 221円87銭

 

１株当たり純資産額 257円21銭

 

１株当たり中間純利益 28円21銭

 

１株当たり当期純利益 72円43銭

 
 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益につい

ては、潜在株式がないため記載しておりません。 

 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい

ては、潜在株式がないため記載しておりません。 

 

 当社は、平成16年５月20日付で株式１株につき1.2

株の株式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定し

た場合の１株当たり情報については、それぞれ以下

のとおりとなります。 

前中間会計期間 前事業年度 
1株当たり純資産額 

99円08銭
1株当たり中間純利益金額

29円03銭

1株当たり純資産額 
214円34銭

1株当たり当期純利益金額
60円36銭

 

 当社は、平成15年８月１日付で株式１株につき20

株の株式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定し

た場合の前期における１株当たり情報については、

それぞれ以下のとおりとなります。 

１株当たり純資産額 89円00銭

１株当たり当期純利益 64円43銭

 
 
 

(注) １株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎 

 当中間会計期間 前事業年度 

中間(当期)純利益 (千円) 511,220 1,017,497

普通株主に帰属しない金額(千円) ―― 21,217

普通株式に係る 
中間(当期)純利益(千円) 

511,220 996,280

普通株式の期中平均株式数(千株) 18,120 13,755

（注１）普通株主に帰属しない金額は、利益処分による役員賞与であります。 

（注２）普通株式の期中平均株式数は、株式分割が期首に行われたと仮定して算定しております。 
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(重要な後発事象) 

 

当中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

 平成16年11月24日開催の取締役会において、公募増

資による新株発行を決議し、平成16年12月15日に払込

みが完了いたしました。 

 この結果、平成16年12月15日付で、資本金2,064,700

千円、発行済株式総数19,720千株となっております。 

１ 募集の方法 

  一般募集 

 

２ 発行する株式の種類及び数 

  普通株式            1,600,000株 

 

３ 発行価額及び発行価額の総額 

  発行価格       1株につき金1,293.00円 

  発行価額       1株につき金1,212.60円 

  発行価額の総額        1,940,160千円 

  発行価額のうち資本組入額      971,200千円 

   

４ 払込期日 

  平成16年12月15日 

 

５ 配当起算日 

  平成16年10月１日 

 

６ 資金使途 

  今後の新規クラブ投資資金及び既存設備更新資金 

 に充当いたします。 

１）株式分割 

 平成16年２月26日開催の取締役会において、平成16

年５月20日付をもって、１株を1.2株に分割することを

決議いたしました。 

１ 分割により増加する株式数 

  普通株式     3,020,000株 

 

２ 分割方法 

 平成16年３月31日最終の株主名簿及び実質株主名

簿に記載された株主の所有株式数を、１株につき1.2

株をもって分割いたしました。 

 

３ 配当起算日 

  平成16年４月１日 

 

当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前

期における１株当たり情報及び当期首に行われたと仮

定した場合の当期における１株当たり情報は、それぞ

れ次の通りであります。 

前事業年度 当事業年度 
1株当たり純資産額 

74円17銭
1株当たり当期純利益金額

53円70銭

1株当たり純資産額 
214円34銭

1株当たり当期純利益金額
60円36銭
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当中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

―― ２）子会社との合併 

 当社は、当社の100％子会社であるトーアスポーツ株

式会社を、平成16年７月１日をもって吸収合併するこ

ととし、平成16年４月27日合併契約書に調印いたしま

した。 

 トーアスポーツ株式会社は、平成16年３月31日に帝

人株式会社とその株式譲渡契約を締結し、平成16年４

月１日に株式の授受を行った会社であります。 

 （１）合併のスケジュール 

  合併契約承認取締役会 

平成16年４月27日

  合併契約書調印 

平成16年４月27日

  合併契約書承認株主総会 

 本合併は100％子会社の吸収合併であり、合併に

際し新株の発行、合併交付金の交付をともなわな

いため、商法第413条ノ３第１項の簡易合併方式に

より、商法第408条第１項に定める株主総会の承認

を得ずに行います。 

合併期日 平成16年７月１日（予定） 

合併登記 平成16年７月２日（予定） 
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当中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

――  （２）合併の方法 

 当社を存続会社とする簡易合併方式で、トーアス

ポーツ株式会社は解散します。 

 （３）被合併会社の概要（平成16年３月期） 
 

商号 トーアスポーツ株式会社 

事業内容 スイミングスクール及び 

スポーツクラブの運営 

設立年月 平成３年７月１日 

本社所在地 静岡県沼津市大岡1413番地 

代表者 小見山 将治 

（当社専務取締役） 

資本金 70百万円 

株主資本 104百万円 

総資産 261百万円 

売上高 610百万円 

当期純損失 20百万円 

従業員数 37名 
 

 

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 
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第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

 

(1) 
 

有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第22期) 

自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

平成16年６月29日 
関東財務局長に提出。 

 

(2) 
 

有価証券報告書 
の訂正報告書 

(1)の有価証券報告書に係る訂正報告書 
平成16年７月30日 
関東財務局長に提出。 

 

(3) 
 

有価証券届出書 
及びその添付書類 

普通株式の一般募集 
平成16年11月24日 
関東財務局長に提出。 

 

(4) 
 

有価証券届出書 
及びその添付書類 

普通株式の第三者割当増資 
平成16年11月24日 
関東財務局長に提出。 

 

(5) 
 

有価証券届出書 
の訂正届出書 

平成16年11月24日関東財務局長に提出し
た有価証券届出書（普通株式の一般募
集） 

平成16年12月２日 
関東財務局長に提出。 

 

(6) 
 

有価証券届出書 
の訂正届出書 

平成16年11月24日関東財務局長に提出し
た有価証券届出書（普通株式の第三者割
当増資） 

平成16年12月２日 
関東財務局長に提出。 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 
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独立監査人の中間監査報告書 

 

 

平成16年12月17日 

株式会社 ルネサンス 

取締役会 御中 

 

監査法人 トーマツ  

 

指定社員 

業務執行社員
公認会計士  福  田  昭  英  ㊞ 

 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  平  野     満  ㊞ 

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社ルネサンスの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第23期事業年度の中間会

計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、

中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当

監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的

手続を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中

間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の

作成基準に準拠して、株式会社ルネサンスの平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

 

 

以 上 

 
 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社

が別途保管しております。 
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